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○山井委員 山井です。これから三十分間、質問をさせていただきます。 

 冒頭に申し上げますが、答弁を聞いていると、加藤大臣、わざとのようにすれ違い答弁で、肝心なところを答弁

しない。二回、三回質問して、わざとそれまで時間稼ぎをする。私たちは、これは人の命が奪われるということで

真剣に議論しているんですよ。きょう、働く仲間の皆さんや過労死の御遺族の皆さんも傍聴に来られています。

そういう不誠実な答弁で対応するのはやめていただきたいということを冒頭申し上げたいと思います。 

 きょうもるる質問がございましたが、私たちの願いは、とにかくこの高度プロフェッショナル、残業代ゼロ制

度、過労死促進法というふうに御遺族の方々は恐れておられます。過労死防止法が、過労死の御家族のお力によ

って三年前に成立しました。きょうの配付資料にもございます。しかし、その当時から、過重労働と過労死を助長

する働き方改革関連法案に反対します、そして裏面にもありますように、労働時間規制の根幹を覆す高度プロフ

ェッショナル制度に反対します、過労死防止法に逆行して過労死を広げるということが大問題なんですね。 

 何やら、来週にでも強行採決といううわさも出てきておりますけれども、人の命を奪う法律を強行採決なんて、

あり得ない話ですよ。はっきり言いまして、国家賠償訴訟をされかねませんよ。高プロで必ず過労死が出ますよ、

導入したら。ただ、残念ながら、これは過労死認定すら受けられませんよ。泣き寝入りですよ、証拠も残らないか

ら。でも、その方々は企業を訴えるだけじゃなくて、あれだけ人が亡くなる制度だと言ったのに強行した日本の

政府、国は自分の家族を殺したんじゃないか、そういう訴訟になりかねませんよ。 

 そういう意味では、私たちのこの一字一句、議事録に残ります。歴史に残ります。加藤大臣、大丈夫だ、大丈夫

だと言って、それで、これは過労死、必ずふえますからね。そのとき、どう責任をとるんですか。 

 まず、私、きょう、ショックなことがございました。きょう、理事会提出資料、高度専門職に関するヒアリン

グ、理事会に出ました。高度プロフェッショナル、残業代ゼロ制度についての意見等々、十二人について聞いた

と。これが、高度プロフェッショナル、残業代ゼロ制度がいいという理由の一つの根拠だということをおっしゃ

ったので、出してくれと言ったら出てきた。 

 もう読み上げませんけれども、この十二人、ほぼ全員、高プロ的な規制緩和、賛成という意見なんですよ。これ

は何なんですか。賛成の人ばかりの声を聞かれたんですか。ちょっと、もうあきれました。こういう高プロに賛成

の人のヒアリングをして、それを根拠にする。 

 ついては、委員長にお願いしたいと思います。 

 たしか二月か三月、きょうも傍聴に来られています過労死の家族会の方々と加藤大臣は懇談されたと思います。

そのときには、これと真っ向から違う意見が出たと思いますので、どのような意見が出たのか、そのときも十数

人の方が来られていたと思いますので、その大まかな概要を、ぜひあしたの理事懇に御提出願いたいと思います。

委員長、お願いします。 

○高鳥委員長 後刻、理事会で協議いたします。 

○山井委員 当然だと思うんですよね。賛成の人だけの声を聞いて決めるなんていうことはあり得ないと思いま

す。 

 そこで、きょうの配付資料の、見ていただきたいんですけれども、まず、今回、あっという間に、この高度プロ

フェッショナル、高額所得者だけじゃないようになるんじゃないかと思うんですが、配付資料の十七ページ、例

えば労働者派遣法も、一九八五年に最初始まったときは専門十三業務でした、一九八五年。ところが、二〇一五

年、この場で強行採決されて、事実上、全分野に拡大しました。十三業務だったものが、三十年たって全分野に広

がる。つまり、そういうものなんですね。 

 さらに、有料職業紹介の規制緩和、二〇〇二年に年収千二百万円以上となった。ところが、翌年には千二百万が

七百万に下がっているんです。今回の高プロも、最初は千七十五万円以上と言われていても、法改正を、年収の三

倍以上を二倍以上にすれば、そして、今回もしようとされているのかもしれませんが、強行採決すれば、あっとい

う間に年収千七十五万円以上が年収六百万円以上にでも広げることができます。 

 そこで、加藤大臣にお伺いします。 



 このように、業種や年収要件は、法改正をすればあっという間に広げることができるわけで、今までから加藤

大臣は拡大は考えていないと言っていますけれども、例えば安倍総理も、消費税増税延期は考えていないと言っ

ていながら、気が変わったといって延期をしたり、ころころ変わられるんですよね。だから、考えている、考えて

いないじゃなくて、今後、高度プロフェッショナルの業種が拡大することや年収要件が引き下げられて拡大する

ことは、可能性としてゼロなのかゼロでないのか。イエスかノーでお答えください。 

○加藤国務大臣 最初に、委員から不誠実ということでレッテルを張られましたけれども、私としては、政府の

立場で、最大限この法案の審議を真摯にいただけるよう、誠実に答弁をさせていただいているということをまず

申し上げたいと思います。 

 それから、今委員お話しの資料ですが、これは、どういうニーズが労働側にあるかということを出してくれと

いうことで出したのでありますから、当然そういったものが反映されているということでありますので、ちょっ

と、我々が出した、あるいは出してほしいという趣旨と、もし違いがあれば、そこは我々の方でまた対応させてい

ただかなきゃならないというふうに思います。 

 それから、法案の可能性云々ということで、一般論でお話がありましたけれども、例えば、我々、スタンスとし

て、今回について、どういう業種にするのかということについても考え方を法案に書かせていただき、また、年収

要件についても法案に書かせていただいているわけでありますから、我々としてその考え方を変えるつもりはな

いということを、ここで明言をさせていただいているわけであります。 

○山井委員 案の定、可能性はゼロということは、あれだけ言ったのに答えられませんでしたね。ということは、

現時点では変えるつもりはないといっても、将来的には、過去の例が物語るように、派遣法が全面的に解禁をさ

れた、最初は小さくだったけれども全面的に解禁されたし、有料職業紹介も、千二百万から翌年には七百万に下

がった。ということは、一千七十五万の高プロも、あっという間に六百万、七百万に変わる可能性があることが今

までの事例であるということを申し上げたいと思います。 

 それで、この高プロ、なぜ私たちが、過労死がふえる、人が亡くなる法案だと恐れているかというと、過重な業

務を、ブレーキをかけるブレーキがないんですね。 

 まず、今までの最大のブレーキは労働時間だったんです。ところが、このきょうの配付資料にありますように、

史上初めて労働時間を把握しなくてもいい。九ページ、今まで、管理監督者でさえ、裁量労働制でさえ、深夜や休

日の割増し賃金の関係で労働時間を把握していました。つまり、ブレーキがないんです。恐ろしいです。 

 そのかわりに健康管理時間というものを今回導入するということなんですけれども、この健康管理時間、在社

時間、会社にいる時間と事業外で働いた時間の合計だそうなんですけれども、初めての概念なんですね。おまけ

に、これは労災認定にも使われないけれども、在社時間と事業外で働いた時間だということなので、ここの配付

資料にもありますように、今までは、労働時間を把握して、それに実際の労働時間をちょっとプラスアルファで

積み上げていた。しかし、今回は健康管理時間、その中には自己研さんや食事や休憩も含まれているかもしれな

いで、わからない。 

 そこで、まず加藤大臣にお聞きします。 

 この健康管理時間、例えば月に二百時間でも違法ではないんですか。 

○加藤国務大臣 まず、健康管理時間については、もう委員も御承知のとおりでありますけれども……（山井委

員「イエスかノーかで答えてください。説明はいいですから。全部私、もう理解していますから。聞いたことだけ

に答えてください」と呼ぶ）申しわけないんですけれども、やはり背景を申しながら説明をしなければ、先ほど委

員がおっしゃったように、議事録……（山井委員「時間稼ぎはやめてください」と呼ぶ）時間稼ぎではなくて、さ

っき委員がおっしゃった、これは議事録に残るとおっしゃったわけでありますから、我々の立場もしっかり議事

録に残させていただかなければ、それは答弁にならないのではないかということで……（山井委員「時間稼ぎは

やめてください。端的に答えてください」と呼ぶ） 

 先ほど申し上げましたように、健康管理時間が長期に及ぶ場合には、安全衛生法を改正して、例えば医師によ

る面接指導を一律に罰則つきで義務づける、こういったことで抑止をさせていただいているということで、今委

員御指摘の、長時間になって体を壊さないようにといった措置を盛り込ませていただいているということであり



ます。（山井委員「ちょっと、委員長、注意してください。いいかげんにしてくださいよ、二百時間がオーケーか

どうか聞いているのに。とめてください。失礼ですよ」と呼ぶ） 

○高鳥委員長 発言は委員長の指名を受けてお願いします。（山井委員「とめてくださいよ」と呼ぶ） 

 速記をとめてください。 

    〔速記中止〕 

○高鳥委員長 速記を起こしてください。 

 加藤厚生労働大臣。 

○加藤国務大臣 いや、ですから、今言った百時間を超えたところで、これは本人の申出にかかわらず、医師によ

る面接指導が行われ、そして、面接指導の結果として医師から意見が出され、そして、意見によって企業側が対応

し、それでもなければ勧告をし、こういう一連の過程があるわけでありますから、そういったところに問題があ

れば、当然それにのっとって指導していく、こういうことであります。 

○高鳥委員長 山井和則君、質問を続けてください。（山井委員「二百時間は合法かどうか聞いているでしょう、

最初から」と呼ぶ） 

 速記をとめてください。 

    〔速記中止〕 

○高鳥委員長 速記を起こしてください。 

 山井和則君。 

○山井委員 ほかの要件が合法だった場合、健康管理時間が月二百時間を超えているというケースは違法となり

ますか、合法となりますか、高プロの場合は。 

○加藤国務大臣 いや、ですから、違法、合法をおっしゃったお話ですから、そういった、先ほど申し上げた安全

衛生法の問題が出てくれば、そういったことにおいて監督指導するということでありまして、仮に、今委員おっ

しゃるように、そういった問題もない、ほかに何もない、単なる健康管理時間だけが月二百、そういうことがある

のかどうかというのはありますけれども、単純にそれを言えば、それは、別にそれだけをもってして違法性を問

えるものではないというふうに思います。 

○山井委員 最初からそれを言えばいい話じゃないですか。 

 つまり、健康管理時間、在社時間と事業場外の労働時間が二百時間を超えても合法なんですよ。過労死合法化

法案じゃないですか。これは人が死にますよ、二百時間もやったら。 

 では、加藤大臣、続けて聞きます。 

 この高プロで多くの仕事の業務を与えました。結果的に、後でわかったのは、その労働者が月二百時間残業を

されていた。これは、ほかのことは全て合法だったという条件において、結果的に労働時間が二百時間、残業時間

が二百時間になっていた。これは法律に違反しますか、しませんか。 

○加藤国務大臣 ですから、おっしゃっているのは、これはもともと、委員御承知のように、高プロには残業時間

という概念がないので、多分、委員がおっしゃっているのは、労災の話をされておりましたから、その実労働時間

というんでしょうか、それが四十時間プラス百であれば百四十時間を超えているということでありますけれども、

それに対して、その百四十時間を超えるに至った背景というのは当然あるわけでありまして、さんざん答弁させ

ていただいているように、実際に今回、省令も含めて担保する中において、例えば残業命令に近いような話があ

れば、もともとこれが適用されないとかいったことを一個一個チェックをしていくということになるわけであり

まして、今委員がおっしゃるように、それを全部飛ばしたところでという話であれば、さっき申し上げたことに

なるわけであります。 

○山井委員 さっき申し上げたこととは、具体的に言ってください。 

○加藤国務大臣 ですから、それだけをもってすれば、直ちに違法ということではないわけですが、ただ、さっき

申し上げておりますように、そういうものが続いているということにおいてはさまざまな問題が当然出てきてい

るわけでありますから、そうした問題があれば、それを一つ一つ指導したり是正したりさせていただく、こうい

うことになるわけであります。 



○山井委員 いやあ、本当に怖い働き方です。月二百時間残業をしても違法にならない、月二百時間の健康管理

時間でも違法にならない。過労死を減らすどころか、過労死しても違法にすらならないんじゃないですか。これ

は本当に死にますよ、人。 

 今まではなぜブレーキがかかっていたかというと、そういう働かせ方をしたら、残業代を払わせないとだめだ、

そして、安全衛生、安全配慮義務違反になって裁判で負ける、大変な問題になるからです。 

 しかし、今もある方からやじが出ましたが、好きで働いているんだったらいいじゃないかと。結局、高プロっ

て、そう言われちゃうんですよね。これは過労死の認定すら受けられなくなる。 

 例えば、ここにありますように、私、この間、弁護士の方々とも相談しましたけれども、結局、今回、もし過労

死になっても、今やじがあったように、好きで働いているんだからということで、これは使用者側に責任は問わ

れない。おまけに、今までは少なくとも労働時間が把握されていて、それが正しいかどうかのチェックだったん

です、プラスアルファで。ところが、これからは、労働時間自体がチェックされていないから、労災認定が受けら

れる可能性は、高プロの場合は極めて低いというふうに、弁護士の方々もおっしゃっておられます。 

 おまけに、そのときに、使用者側といっても、過労死でお亡くなりになった方々の話を聞かせていただきまし

たけれども、例えば、実際お亡くなりになった過労死の御遺族の方々は会社からこんなことを言われているんで

すよ。長時間労働は会社が命令したのではない、勝手に働いて勝手に死んだ、会社に責任はない。今の与党からの

やじと全く一緒じゃないですか。高プロになったら、今でさえ、勝手に働いて勝手に死んだ、会社に責任はない、

長時間労働は会社が命令したのではない。でも、業務量が多かったら、そうしないと仕事が終わらないんですよ。 

 これは、加藤大臣、結局、今も、何年かかってでも、例えばここにいる方々は労災認定を受けるのに数年かかっ

た、御遺族が、ない証拠を得ようとして必死に頑張った。例えば、先ほど、ＳＥも、システムエンジニアもこの高

プロの対象になるかもしれないと言っていたけれども、ある方は、労災認定、何度も却下された、でも、幸いに

も、勇気あるすばらしい同僚のＳＥの方が労働時間を証言してくださったから何とか労災認定がとれた、しかし、

同僚の証言がなかったら労災認定も受けられなかった、それが今の現実なんですよ。 

 にもかかわらず、この高プロというのは労働時間も把握していないわけですから、労災認定、極めて今までよ

り受けにくくなると、大臣、思われませんか。 

○加藤国務大臣 先ほど安全配慮義務の話がありましたけれども、今回の法案では、対象となる方の健康確保に

ついて、労働安全衛生法において使用者に重い責任を課しているということでありますから、高プロだからとい

って、労働契約上の使用者の安全配慮義務がなくなるということにはならないんじゃないかというふうに思って

いるところであります。 

 それから、労災認定については、今お示しをいただいておりますけれども、これは基本的に、そうした申請があ

れば、私どもにおいて、これまで申し上げておりますように、タイムカードとかパソコンの使用記録とか、そうい

ったものを含めて労働時間を把握をして、それに基づいて認定をしているということでありますから、その点に

おいては、もちろん、そういった各種記録をしっかりと保存をしておくとか、これは非常に大事なことだという

ふうに思いますけれども、そういったことをベースにして認定をしていくという意味においては、通常の労働の

場合にも、もちろん労働時間というのはそこに記載がされている。高プロの場合には健康管理時間ということに

はなりますけれども、それをそのまま労災認定では採用するわけではなくて、それらももちろん参考にしながら、

今申し上げたようなデータ、あるいは、先ほど委員のお話がありましたけれども、同僚の方のお話、それらを含め

て労災の認定等をやらせていただいているということであります。 

○山井委員 申しわけないけれども、机上の空論ですね。きょうも来られている御遺族の方々は、いざ労災申請

したら、好きで働いていたんでしょう、そして家庭内に問題があったんじゃないんですかといって、長時間労働

を使用者側はほとんど認めてくれないんですよ、お酒を飲んでおられたんじゃないですかとか。本当にハードル

は非常に高いんですね。 

 特に高プロではどうなるか。いや、任せていましたから労働時間知りませんよ、任せていましたから、そう言わ

れますよ。何か証拠を出してください、証拠もありませんよ、そう言われますよ。そうやったときに、御遺族が労

働時間を割り出すのは至難のわざです。今まではまだ、労働時間を管理監督者でさえ今までは把握していました。



しかし、今度は把握義務がないんですから、知りませんよ、労働時間なんかわかりませんよ、証拠もありませんよ

と。御本人が好きで働いておられたと言われたら、これは泣き寝入りする危険性が非常に高いんです。 

 そこでお伺いしたいんですが、先ほど長妻委員も質問されていましたけれども、きょうの配付資料に出ており

ますように、七ページ、使用者が高プロ対象労働者に対し、徹夜しないと完了できないような分量の業務を与え

る場合、これについても何ら禁止されていないんですね。これについては、ここの厚労省の回答にあるように、省

令において働く時間帯の選択や時間配分は労働者自らが決定する、こうですけれども、これを省令に書かれるん

でしたら、罰則はあるんですか。もし徹夜しないと完了できないような分量の業務を言って省令に違反した場合、

これは罰則に何か問われるんですか。 

○加藤国務大臣 その場合には対象業務にならないということでありますから、対象業務にならないということ

になれば、通常の働き方ということで、それにのっとって対処される、こういうことであります。 

○山井委員 加藤大臣、本当にそんな答弁でいいんですか。 

 もう一回言いますよ。高プロが導入された、徹夜しないと完了できないような分量の業務を与える場合、山ほ

どありますよ、これは。そうしたら、そのことを言ったら、その時点で高プロから外れる。本当ですか。いいかげ

んな答弁しないでくださいよ。あり得るに決まっているじゃないですか。あり得るに決まっているじゃないです

か。何を言っているんですか。 

○加藤国務大臣 いやいや、今委員から、省令違反があればとおっしゃったわけでありますから、省令違反があ

れば適用されないということを申し上げたということであります。 

○山井委員 いやいや、だから、ということは、徹夜しないと完了できないような分量の業務を与えたら、それで

もう高プロは外れる、本当にその答弁でいいんですね。これは大事な答弁ですよ。 

○加藤国務大臣 ですから、委員の御質問が、省令を定め、それに違反したらどうかという御質問だったので、そ

うなったら適用外になりますよということを申し上げたということであります。 

○山井委員 答えてください。使用者が対象者に対して徹夜しないと完了できないような分量の業務を与えた場

合、与えてしまった場合、これは高プロ違反になって、高プロから外れるんですか、外れないんですか。イエスか

ノーで答えてください。 

○加藤国務大臣 ですから、それは具体的にどういう指示に基づくのかということでありまして、例えば、もと

もと、この高プロの対象業務というのは、時間と成果が通常高くないという業務でありますから、そして、今委員

御指摘のように、この時間やらなきゃできなくて、この時間かかりますよということになれば、それが対象業務

ということになっているのか、あるいは、もともと合意をしていた職務の内容に合致をしていくのか、そういっ

た点においてしっかり見ていかなきゃならないんだろうというふうに思います。 

○山井委員 つまり、それで高プロが外れるわけではないんですよ。 

 例えば、野村不動産。違法な営業に十五年間も、二〇〇三年から二〇一七年までやっていて、十五年間、五百人

も違法していて、厚生労働省は一切指導もできなかったんですよ。そういう裁量労働制でさえ、違法であっても、

十五年間、五百人がやっても発見できなかったのに、こういうことをやったら高プロから外れますとか、全く説

得力がありません。全く説得力がありません。ということは、もうやりたい放題なんです、この世界に入っちゃっ

たら。 

 それで、あと、先ほど驚いたのは、ＳＥも入る可能性があるということで、じゃ七ページ、この七ページの中

に、高プロの業務の中に、例えばコンサルタントがあります。コンサルタントの中には、例えば委託研究とか研究

機関とか法人営業とか入ると思うんですね。 

 このコンサルタントなどに関して、法人営業、研究調査は、例えば、どこかからの委託研究を年間十本とってき

てください、そうしたら千七十五万円の高プロになります、こういう法人営業ですね。こういうのは入りますか、

入りませんか。 

○加藤国務大臣 その今おっしゃる営業というのは、例えば、これから具体的な中身は、高度の専門的知識等を

必要とし、その性質上従事した時間と従事して得た成果との関連性が通常高くないものと認める業務とこれは法

律に書いてありまして、それを踏まえて省令で決めるということになり、そのためには労政審での議論をいただ



きますが、その前提としては、労政審の建議において、今お話があったコンサルタントの業務ということであれ

ば、これは事業・業務の企画運営に関する高度な考案又は助言の業務というふうに書いてあるので、今委員おっ

しゃった、その営業ということ、それが……（山井委員「研究やコンサルタントの営業ですよ」と呼ぶ）研究やコ

ンサルタントの営業というのは、ちょっとイメージが湧かないんですが、こういうことをコンサルタントしてあ

げますからどうですかという、これは通常対象にはならないんじゃないかというふうに思いますけれども。 

○山井委員 例えばコンサルタントで、いろんな法人のコンサルタント十社ぐらいをやる、あるいは研究、委託

研究、厚生労働省でもいろんな民間企業でも、そういうところの研究開発の委託業務を十件受ける、そういうふ

うな仕事は対象に入りますか、入りませんか。法人営業です。 

○加藤国務大臣 というのは、要するに、そういうコンサルタントを、コンサルタント業務を委託しませんかと

か、研究開発業務を委託しませんかと言って回るという、まさに営業そのものということでありまして、それは

通常これには該当し得ないものだというふうに思いますけれども、いずれにしても、具体的な中身については、

先ほど申し上げた、どういうものにするかはこれから議論をさせていただくということになるわけであります。 

○山井委員 いや、はっきり答弁してください。営業的なものは一切入らないのか入るのか。法人営業的な顧客

があるようなものは、顧客のあるようなコンサルタントや研究開発業務、営業と呼んでいる会社もあります、そ

ういうのも入るのか入らないのか、イエスかノーで。法案審議やっているんですから。 

○加藤国務大臣 いや、ですから、通常、コンサルタント業務というのは、相手、具体的な人がいなければ当然コ

ンサルタントできないわけでありますから、相手がいないコンサルタントというのは多分ないんだろう、相手が

想定していないコンサルタントというのは多分ないんだろうというふうに思いますし、その営業の、営業といっ

ても幅が広いわけでありますから、いわゆる単純な営業、これを売りますとか、このサービスを売りますとか、こ

れは到底対象にはなり得ないというふうに思います。 

○山井委員 結局、ＳＥや単純でない法人営業も入り得る、これは本当に過労死がふえてしまいますね。 

 そうしたら、一千七十五万ということですけれども、例えば十件年間コンサルタントをやる、そういう業務量

で一千七十五万をやっていました、ところが、最後になって、いや、もう体がきつくて無理です、八件しかことし

はコンサルできませんでしたという場合は、これは高プロから四月にさかのぼって外れるんですか。それとも、

十件の約束が八件までしかできなくても、約束どおり千七十五万は高プロとして払われるんですか。どっちです

か。 

○加藤国務大臣 その約束という意味があれですけれども、職務として、具体的に、じゃ十社分ですか、十社分の

コンサルについて、それに対応するようなアウトプットを出してほしいという話に対して八件しかなかった、こ

ういう話なんだろうというふうに思います。 

 ただ、これはもともと、職務を受けて、それを実施するということで、高度プロフェッショナル契約といいます

か、ということを結んでいるわけでありますから、当然、そこで約束をした金額を、少なくとも千七十五は支払う

ということでありますから、千七十五万は少なくとも支払っていただかなければならないということであります。 

○山井委員 そうですか。ということは、成果主義じゃないんですね。本当に、その答弁でいいんですか。 

 はあ、十件、コンサルタントするという約束だったけれども、体調とか、もう労働時間が長いから、五件でした

となっても、千七十五万円は、そうしたら、業績、成果にかかわらず、契約した以上は、千七十五万は払われると

いうことですね、加藤大臣。 

○加藤国務大臣 それは、高プロの要件としてそうなっているわけでありますから、そのときに千七十五万を払

うということを約束をし、それを実施していただかなければ、この高プロとしての要件は満たさない、こういう

ことになるわけです。 

○山井委員 さまざまな疑問がたくさんありますけれども、私たちの願いは、とにかく、これは過労死防止法違

反であります。法律というのは人の命を守るものでありますし、人の命を奪う法律を、私たちは強行採決は許す

わけにはいきません。 

 何よりも、与党が、野党がというより、一番の当事者である過労死の御遺族の方々が、ここにありますように、

人の命を奪う、過労死をふやす法案だということをおっしゃっているわけですから、何としても、この高度プロ



フェッショナル、残業代ゼロ制度は削除をしてもらわないと、繰り返し言いますけれども、人の命を奪う法律の

強行採決だけは絶対にだめですし、過労死の御遺族の方々の大反対を押し切って強行採決をするのは絶対やめて

いただきたい。そのことを申し上げて、私の質問を終わります。 


